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07/31・世界経済 V字回復困難  米 GDP32.9％減（4-6月） ＜１＞ 

    米雇用回復急ブレーキ 失業保険、申請・受給とも増加 

  ・失業率 6月 2.8％ 求人倍率 1.11に低下 非正規 104万人減 休業者 236万人 

 

08/01・米 IT大手、コロナ下で増益 デジタル化需要で弾み 寡占警戒、足かせも＜２＞ 

    アップル 11％増収 リモート需要 アルファベットは初の減収 企業、コロナで広告絞る 

  ・産油国、今月から減産縮小 財政厳しく「見切り発車」 

  ・ユーロ圏 GDP40.3％減（4-6月、年率） 南欧の落ち込み際立つ 過去最悪を更新 

 

08/02・米、失業給付の増額失効 米家計、大幅減収の危機 週 1.5兆円、短期でも打撃 

  ・ドル、10年ぶり下落率 7月 4％超、米景気懸念 復興基金受けユーロに買い 

 

08/03・セブン&アイ 米コンビニを 2.2兆円買収 店舗網を拡大 

  ・米財務長官 TikTok 米事業「存続させず」 利用禁止か売却 

 

08/04・TikTok買収 トランプ氏、条件付き容認 早期決着や全株取得 ＜３＞ 

    中国ネット統制 自縄自縛 国家情報法施行 米中の分断加速 

     トランプ氏、強権を乱発 中国企業の排除拡大 中国はファーウェイ時より冷静 

 

08/05・英 BP 低炭素エネ投資 10倍 石油・ガス生産 4割縮小 30年までに 

 

08/06・人口減最大 50万人 11年連続減 外国人は最多 286万人 ＜４＞ 

    減少幅は調査開始以来最大 生産年齢人口は 3年連続 6 割以下 

  ・米、中国系通信排除へ指針 アプリやクラウド制限 他国へも同調呼びかけ 

    通信、アプリ、クラウドサービス、海底ケーブルなどで中国企業の排除目指す 

 

08/07・中国対外融資が膨張 途上国へ強まる支配力 重債務 68ヵ国向け 4年で倍 

  ・米、中国企業の監査厳格化 基準未達で上場廃止 財務省など 大統領に提言 

  ・米、カナダのアルミ一部に 10％関税 輸入増で再発動 

 

08/08・米、TikTokバイダンスとの取引禁止 大統領令で 45日後 

  ・米、香港長官ら制裁 中国共産党批判一段と 

 



08/10・安倍首相「再宣言回避へ」（9日、長崎） 感染対策と経済両立協調 

  ・米、大統領令で財政出動 コロナ対策 失業給付上乗せなど 

    トランプ氏「越権」、議会挑発 法廷闘争リスクも 生活者支援には力不足 

 

08/11・台湾総統・米厚生長官会談 断交後、最高位の米高官派遣 蔡氏「大きな一歩」 

  ・香港紙創業者ら逮捕 国安法違反疑い 活動家の周庭氏も 

  ・経常黒字 6月 86％減 貿易収支、輸出 25.7％減で赤字に ＜５＞ 

 

 


